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Ⅰ．法人の概要 

１．学校法人の沿革（概要） 

 

昭和 42 年 1 月 23 日
 
昭和 42 年 4 月 1 日
昭和 43 年 2 月 3 日
 
昭和 43 年 3 月 15 日
昭和 43 年 4 月 1 日
 
昭和 44 年 3 月 3 日
昭和 51 年 2 月 28 日
 
 
昭和 58 年 4 月 1 日
昭和 60 年 4 月 1 日
昭和 60年 12月 25日
昭和 61 年 4 月 1 日
昭和 62 年 3 月 31 日
昭和 62 年 4 月 1 日
平成 2 年 12 月 21 日
平成 5 年 12 月 21 日
 
平成 6 年 4 月 1 日 
 
平成 11年 10月 22日
 
平成 11年 12月 22日
 
平成 12 年 4 月 1 日
平成 12年 12月 21日
平成 13 年 4 月 1 日
 
 
 
平成 14 年 4 月 1 日
 
平成 15 年 7 月 1 日
平成 16 年 4 月 1 日
 
 
 
平成 18 年 4 月 1 日
 
 
 
 
平成 19 年 3 月 29 日
平成 19 年 4 月 1 日

学校法人岐阜経済大学および岐阜経済大学経済学部第一部経済学科 
（入学定員 200 人、総定員 800 人）の設置認可 
岐阜経済大学経済学部第一部経済学科開設 

同   経済学部第二部経済学科 
（入学定員 200 人、総定員 800 人）の設置認可 
経済学部第一部および同二部教員養成課程認定 
経済学部第二部経済学科開設 
経済学部第一部および同二部に教員養成課程開設 
教員養成課程「聴講生課程」設置認定 
学生定員変更届 
（経済学部第一部 入学定員 300 人、総定員 1,200 人、経済学部第二部 入学定
員 100 人、総定員 400 人） 
経済学部第二部経済学科学生募集停止 
学生定員変更（経済学部第一部 入学定員 450 人、総定員 1,800 人） 
経済学部第一部産業経営学科（入学定員 150 人、総定員 600 人）の設置認可 
経済学部第一部産業経営学科開設 
経済学部第二部経済学科廃止認可 
経済学部第一部を経済学部に改称 
経済学部産業経営学科期間付学生定員増認可（期間付入学定員 100 人） 
経営学部産業経営学科［入学定員 150 人、収容定員 600 人（期間付入学定員 100
人）］および経営情報学科（入学定員 100 人、収容定員 400 人）の設置認可 
経営学部産業経営学科および経営情報学科開設 
経済学部産業経営学科募集停止 
経済学部コミュニティ福祉政策学科（入学定員 100 人、収容定員 400 人）の設置
認可 
経営学部産業経営学科臨時的入学定員の延長認可（平成 16 年までの期間付入学定
員 50 人） 
経済学部コミュニティ福祉政策学科開設 
岐阜経済大学大学院経営学研究科設置認可 
経済学部経済学科の入学定員を 300 人に変更 
経営学部産業経営学科をビジネス戦略学科に改称 
大学院経営学研究科経営学専攻修士課程開設（入学定員 10 人） 
留学生別科開設（入学定員 30 人） 
経営学部ビジネス戦略学科の臨時的入学定員の廃止認可 
（平成 16 年度までの期間付入学定員 50 人を平成 13 年度までとする） 
地域連携推進センター設置 
経済学部経済学科の入学定員を 180 人に変更 
経済学部コミュニティ福祉政策学科の入学定員を 75 人に変更 
経営学部ビジネス戦略学科の入学定員を 75 人に変更 
大学院経営学研究科経営学専攻修士課程の入学定員を 20 人に変更 
経営学部スポーツ経営学科（入学定員 70 人、収容定員 280 人）の開設 
経営学部ビジネス戦略学科募集停止 
経済学部経済学科の入学定員を 150 人に変更 
経済学部コミュニティ福祉政策学科の入学定員を 70 人に変更 
経営学部経営情報学科の入学定員を 90 人に変更 
（財）日本高等教育評価機構による大学機関別認証評価（認定） 
経済学部経済学科の入学定員を 100 人に変更 
経済学部コミュニティ福祉政策学科にコミュニティ福祉専攻（入学定員 40 人）と
介護福祉専攻（入学定員 30 人）を設置 
経営学部経営情報学科の入学定員を 60 人に変更 
経営学部スポーツ経営学科の入学定員を 150 人に変更 
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２．学部・学科、入学定員、収容定員、現員数 

平成19年3月20日現在

下段は平成１８年３月２０日現在

開 設 入 学 入 学 収 容

学部・学科等名 定 員 者 数 定 員 現 員 備　　考

年 度 （a） （b） （c） （d）

年度 人 人 人 人

大学院

経営学研究科経営学専攻 H13 20 19 0.95 40 43 1.08

　　　　　　　修士課程 20 24 1.20 40 50 1.25

経済学部 S42 220 123 0.56 1,130 670 0.59

255 167 0.65 1,310 841 0.64

　経済学科 S42 150 103 0.69 810 484 0.60

180 114 0.63 960 597 0.62

　ｺﾐｭﾆﾃｨ福祉政策学科 H12 70 20 0.29 320 186 0.58

75 53 0.71 350 244 0.70

経営学部 H6 160 325 2.03 760 757 1.00

175 115 0.66 850 617 0.73

　経営情報学科 H6 90 67 0.74 390 326 0.84

100 63 0.63 400 365 0.91

　スポーツ経営学科 H18 70 258 3.69 70 246 3.51

　ビジネス戦略学科 H6 － － － 300 185 0.62
H18年4月学生募集
停止

75 52 0.69 450 252 0.56

岐阜経済大学　計 380 448 1.18 1,890 1,427 0.76

430 282 0.66 2,160 1,458 0.68

別科 H13 30 23 0.77 30 23 0.77

30 25 0.83 30 26 0.87

H18年4月開設（入
学定員70人）
H19年度より入学
定員を150人に変
更

)(
)(

c
d

)(
)(

a
b
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３．組織図 
平成１９年３月３１日現在 
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４．役員（理事・監事）、評議員就任状況 

                   平成19年3月31日現在

役員名 氏　 名 現　職　 理事・監事就任年月日 評議員就任年月日

理　事　長 土屋　 嶢 （株）大垣共立銀行　取締役頭取 平成10年3月3日 平成10年3月3日

副理事長 説田　泰朗 岐阜経済大学　常勤理事 平成18年8月1日 平成18年8月1日

副理事長 堀　 冨士夫 （株）デリカスイト　代表取締役 平成17年5月27日 昭和58年5月31日

理事・評議員 古田　 肇 岐阜県知事 平成17年3月8日 平成17年3月8日

理事・評議員 小川　 敏 大垣市長 平成13年5月28日 平成13年5月28日

理事・評議員 遠藤　 優 イビデン（株）顧問 平成9年7月8日 平成9年7月8日

理事・評議員 田口　義嘉壽 ｾｲﾉｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（株）取締役会長 平成10年11月17日 平成10年11月17日

理事・評議員 小川　信也 太平洋工業（株）代表取締役社長 平成15年5月31日 平成15年5月31日

理事・評議員 河合　進一 河合石灰工業（株）取締役社長 平成9年5月28日 平成9年5月28日

理事・評議員 岩井　豊太郎 岐阜県議会議員 平成3年5月31日 平成3年5月31日

理事・評議員 林　新太郎 大垣市議会議長 平成18年5月30日 平成18年5月30日

理事・評議員 黒川　博 岐阜経済大学　学長 平成15年2月1日 平成14年2月26日

理事・評議員 石原　健一 岐阜経済大学　経済学部長 平成15年12月1日 平成14年2月26日

理事・評議員 成田　幸範 岐阜経済大学　経営学部長 平成15年2月1日 平成15年3月10日

理事・評議員 木村　隆之 岐阜経済大学　教授 平成16年5月27日 平成16年5月27日

理事・評議員 野松　敏雄 岐阜経済大学　教授 平成13年2月28日 平成13年2月28日

理事・評議員 浅野　照章 岐阜経済大学　事務局長 平成17年3月8日 平成16年5月27日

評　議　員 浅野　圭一 東海ｻｰﾓ（株）代表取締役執行役員社長 平成18年5月30日

評　議　員 一柳　正義 西濃運輸（株）取締役秘書室担当 平成16年5月27日

評　議　員 井上　孝二 揖斐川工業（株）代表取締役会長 昭和46年5月28日

評　議　員 今川　喜章 （株）丸順　代表取締役社長 平成11年5月31日

評　議　員 岩田　義文 イビデン（株）代表取締役社長 平成11年5月31日

評　議　員 小川　貴久 太平洋精工（株）代表取締役社長 平成15年5月31日

評　議　員 河合　伸泰 河合石灰工業（株）常務取締役 平成17年3月8日

評　議　員 北村　一巳 北村医院院長 平成15年5月31日

評　議　員 清水　義之 （株）十六銀行顧問 昭和58年5月31日

評　議　員 田中　良幸 サンメッセ（株）代表取締役会長 平成14年2月26日

評　議　員 堤　 俊彦 日本耐酸壜工業（株）取締役社長 平成11年5月31日

評　議　員 三輪　髙史 ｸﾞﾚｰﾄｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰｸ（株）取締役社長 平成11年5月31日

評　議　員 山田　雄司 （株）大垣共立銀行常務取締役 平成14年2月26日

評　議　員 山中　茂樹 （株）山中工務店代表取締役 平成15年5月31日

評　議　員 竹本　憲司 愛知環状鉄道（株）常務取締役 昭和50年5月30日

評　議　員 安田　益次 西濃ビル管理（株）代表取締役 平成7年5月31日

評　議　員 桑原　利幸 ｼｰｹｰｺﾝｸﾘｰﾄ工業（株）代表取締役社長 平成8年5月29日

評　議　員 恩田　秀比良 （株）ｵﾝﾀﾞ製作所常務取締役 平成11年5月31日

評　議　員 岡本　高廣 岐阜経済大学　参事 平成16年5月27日

評　議　員 林   敏明 同大学　参事 平成16年5月27日

評　議　員 上谷　月子 同大学　財務課長 平成17年3月8日

評　議　員 松井　典子 同大学　総務企画課長 平成17年8月8日

監 　　　事 子安　一徳　 財団法人大垣市文化事業団理事長 平成9年5月28日

監 　　　事 矢橋　慎哉 矢橋工業（株）取締役社長 平成15年5月31日  
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５．教員数 

平成１９年３月３１日現在 

下段（ ）内は平成１８年３月３１日現在 

専 任 教 員 
区 分 

経済学部 経営学部 小 計 

客員 

教授 

非常勤 

講 師 
計 

学 長  
１名

（１名）

１名

（１名）

教 授 
１７名 

（１８名） 

１５名

（１３名）

３２名

（３１名）

助教授 
９名 

（１０名） 

７名

（７名）

１６名

（１７名）

教員数 

講 師 
４名 

（４名） 

３名

（３名）

７名

（７名）

６名 

（６名） 

９２名 

（８８名） 

計 
３０名 

（３２名） 

２６名

（２４名）

５６名

（５６名）

６名 

（６名） 

９２名 

（８８名） 

１５４名 

（１５０名）

※ 専任教員のうち学位「博士」の者１８名（経済学部９名、経営学部９名） 

 

６．事務職員数 

平成１９年３月３１日現在 

（ ）内は平成１８年３月３１日現在 

区  分 計 

専任職員 ３７名（３８名） 

嘱 託 員 ７名（ ７名） 

派遣職員 ７名（ ７名） 

計 ５１名（５２名） 
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Ⅱ．事業の概要 

１．当年度の事業概要 

昨今の私立大学を取り巻く環境は大きく変化しています。１８歳人口の減少等によ

り大学間の生き残りを賭けた取り組みに、一層拍車がかかっています。 

このような状況のもと、本学では教育・研究・地域の三位一体となった取組みの実

現に向けて様々な努力をしています。 

平成１８年度に実施した主な事業は以下のとおりです。 

 

（１）（財）日本高等教育評価機構による認定 

本学は、（財）日本高等教育評価機構による認証評価を受け、平成１９年３月２９日

に、「日本高等教育評価機構が定める大学評価基準を満たしている。」との認定をいた

だきました。 

（２）教育活動・学生支援 

・ 奨学金事業（経済支援、資格取得・スポ－ツ優秀者等） 

・ 教育の国際化事業（交換留学、海外語学研修、国際交流研修事業） 

・ 強化指定クラブ助成事業（ボート部・陸上競技部・硬式野球部への活動助成

費） 

・ キャリア形成支援・就職支援事業（資格取得講座１６講座・インターンシッ

ププログラム実施） 

・ 大垣駅・大学間のスクールバス無料化 

（３）研究・産官学連携活動 

・ 受託・共同研究事業（大垣市第５次総合計画策定に係るまちづくりワークシ

ョップ他１０件） 

・ 産官学連携事業（大垣共立銀行・共立総合研究所との『ものづくり「人材力」

強化講座』他) 

・ 講師派遣・公開講座事業（中学・高校への出前講座、シンポジウム・公開講

演会の実施） 

（４）キャンパス整備事業 

・ 介護福祉士養成施設整備（介護・入浴実習室、家政・調理実習室設置） 

・ 学生支援室整備（８号館１階設置） 

・ 総合グラウンド倉庫・屋外トイレ設置 

・ 教職課程（保健体育）機器の整備・充実 

その他、体育施設を中心に（体育館第一アリーナ照明設備、バスケットゴー

ルの取替え）補修工事を行いました。 
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２．設備の状況 

本学校地は所有地 102,257.27 ㎡と駐車場借地として 7,261.00 ㎡からなっています。 

（校地・校舎の概要） 

種 別 建 物 
敷地面積

（㎡） 

建物床面積

（㎡） 
備 考 

1～11 号館 31,788.00 19,927.64

1 号館   ：管理棟 

2～6号館 ：講義棟（教室） 

8 号館   ：福祉実習センター 

9 号館   ：情報センター 

10・11 号館：研究棟 

講堂 1,600.00 1,731.79 7 号館 

図書館 1,550.00 3,599.64  

体育館 3,690.00 3,546.90
第 1～5アリーナ 

第 1は多目的使用、第 5はﾄﾚｰﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ

クラブハウス 

１～5等 
2,352.00 2,368.31  

食堂 2,356.00 3,535.76  

校 舎 敷 地

その他の建物 1,764.00 365.65 自転車置場、倉庫等 

計（Ａ） 45,100.00 35,075.69  

体育センター 106.92

野球場、ラグビー場、400m トラック、

サッカー場、テニスコート、管理人室、

教員控室（体育センター） 

更衣室 179.10  
グラウンド 

その他の建物 

47,170.00

104.00 屋外トイレ、器具倉庫 

計（Ｂ） 47,170.00 390.02  

留学生宿舎 327.00 473.20 収容数 20 名 

寄 宿 舎

その他 662.27 0.00  

計（Ｃ） 989.27 437.20  

（所有地） 8,998.00 収容台数 490 台 

駐 車 場

（借 地） 7,261.00 収容台数 227 台 

計（Ｄ） 16,259.00  

合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 109,518.27 35,938.91  
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（講義室・演習室等の内訳） 

規 模 等 室 数 備 考 

大教室（300～450 人） 9 室  

中教室（132～210 人） 4 室  

小教室（50～100 人） 27 室  

演習室（24～30 人） 25 室  

実習室（17～62 人） 14 室 
8 号館介護入浴・家政調理実習室 

9 号館情報実習室（パソコン 330 台及びＬＡＮ施設）

研究室 100 室 10 号館（40 室）、11 号館（60 室） 

 

（図書館の概要）    蔵書冊数 312,370 冊 

階層 Ａ棟（事務室・ｶｳﾝﾀｰ） Ｂ棟（旧書庫） Ｃ棟（新書庫） 

 新聞（縮刷版） 洋雑誌、地域経済関係 
BF1 

 卒業論文 地域経済関係 

身障者用トイレ 新着雑誌（和･洋） 和書（歴史関係） 

事務室 マイクロフィルムリーダー 和雑誌（バックナンバー）

ブラウジングルーム 

（15 人収容） 
研究費図書保管用 有価証券報告書 

1F 

第 1 閲覧室（60 人収容）   

カウンター 百科事典・辞書類 和書（社会科学系） 
2F 

第 2 閲覧室（200 人収容）   

第 3 閲覧室（100 人収容） 洋書 和書（全般） 

学習室 Penguin Books  3F 

第 1・2ビデオ室   

 洋書 年鑑・統計類 
4F 

 ロシア語図書 OECD 関連図書 

  中国語図書 
5F 

  個人文庫 
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Ⅲ．財務の概要 

学校法人岐阜経済大学の平成１８年度決算については、去る５月３０日の理事会並び

に評議員会において承認されました。決算書類は「資金収支計算書」、「消費収支計算

書」および「貸借対照表」からなっております。 

以下にその概要についてご説明いたします。 

 

１．平成１８年度決算の状況 

（１）資金収支計算書 

「資金収支計算書」は、当該会計年度（４月１日～翌年３月３１日）の諸活動

に対応するすべての資金（現金の出入り）の動きを表したものです。 

資金収支の内容について、主な科目を説明します。 

①収入の部 

〔学生生徒等納付金収入〕 

（単位  千円）

収   　入　   の　   部

学生生徒等納付金収入 1,409,651 1,390,764 18,887

手数料収入 24,025 28,981 △ 4,956

寄付金収入 15,099 8,580 6,519

補助金収入 179,569 228,267 △ 48,698

資産運用収入 98,789 70,857 27,932

資産売却収入 100,000 1,201,077 △ 1,101,077

事業収入 25,991 30,444 △ 4,453

雑収入 90,831 50,862 39,969

前受金収入 313,051 359,895 △ 46,844

その他の収入 87,343 137,237 △ 49,894

資金収入調整勘定 △ 456,644 △ 262,339 △ 194,305

当年度収入の部小計 1,887,710 3,244,625 △ 1,356,918

前年度繰越支払資金 3,775,453 3,673,978 101,475

収入の部合計 5,663,164 6,918,606 △ 1,255,442

支     出     の     部

人件費支出 1,206,931 1,158,852 48,079

教育研究経費支出 488,699 475,386 13,313

管理経費支出 164,002 184,893 △ 20,891

施設関係支出 104,952 72,259 32,693

設備関係支出 36,987 28,728 8,259

資産運用支出 301,000 1,200,000 △ 899,000

その他の支出 46,403 52,942 △ 6,539

資金支出調整勘定 △ 31,113 △ 29,908 △ 1,205

当年度支出の部小計 2,317,863 3,143,152 △ 825,291

次年度繰越支払資金 3,345,300 3,775,453 △ 430,153

支出の部合計 5,663,164 6,918,606 △ 1,255,442

資 金 収 支 計 算 書

平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日まで

科　　     　目 平成１８年度 平成１７年度 前年度比

※上記の表の金額は千円未満を切り捨てている為、合計など金額が一致し
ない場合があります。

科　　    　目 平成１８年度 平成１７年度 前年度比

授業料、入学金、実習料、施設設

備資金等の収入です。授業料納付学

生数は１，５１８名、前年度比２３

名減少していますが、本年は、スポ

ーツ経営学科開設に伴う入学金の

増加により、１，８８８万円増加し

ています。 

〔補助金収入〕 

国庫補助金・地方公共団体補助金

の収入です。内訳は国庫補助金が１

億７，７８４万円、岐阜県、大垣市

等の地方公共団体補助金が１７２

万円です。 

〔資産運用収入〕 

定期預金等の受取利息収入です。

前年度比２，７９３万円増加してい

ます。有価証券運用益の増加が主な

ものです。 

〔資産売却収入〕 

購入した社債の満期償還売却収

入です。 

〔雑収入〕 

私立大学退職金財団からの退職金交付額が主な収入です。平成１８年度退職者

は７名で前年度比３名増の３，８６２万円の増加となりました。 
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〔前受金収入〕 

平成１８年度末入学手続時の納付金で平成１９年度新入生の「学生生徒等納付

金収入」です。前年度比４，６８４万円の減少となりました。 

〔その他の収入〕 

特定資産からの取崩額として、退職給与引当特定資産４，０００万円を支払資

金に繰り入れました。また、前年度収入のうち実際の資金の受入れが当期になる

「未収入金収入」が主な内容です。 

〔資金収入調整勘定〕 

当期に実際の資金の受入れが行われない金額を収入から控除するものです。 

「期末未収入金」や「前期末前受金」を控除しています。 

 

②支出の部 

〔人件費支出〕 

専任教職員等の給与及び退職者への退職金支出等です。前年度比３名の退職者

が増加したことにより、退職金の支払い額が増加しました。 

〔教育研究経費支出〕 

教育施設設備の整備（マルチメディア授業対応教室の機器更新）、学部学科の

充実事業（介護福祉士養成施設設置用品）、学生への奨学事業（学費減免、資格

取得者への奨学金等）、語学留学助成事業、課外活動助成事業などが主な支出で

４億８，８６９万円となりました。前年度比１，３３１万円増加していますが、

これは修繕費（体育館の水銀灯取替え、バスケットゴール電動装置の取替え、ガ

ス供給設備の取替え等）の増加によるものです。 

〔管理経費支出〕 

学生募集経費および管理業務に要する各種費用が主な支出で１億６，４００万

円となりました。経費の削減努力の結果、前年度比２，０８９万円減少していま

す。 

〔施設関係支出〕 

介護福祉士養成施設への改修、グラウンド屋外トイレの建設が主な支出で１億

４９５万円となり、前年度比３，２６９万円増加となりました。 

〔設備関係支出〕 

介護福祉士養成施設設置備品（簡易浴槽、人体模型、ストレッチャー等）が主

な支出で、３，６９８万円となり、前年度比８２５万円増加となりました。 

〔資産運用支出〕 

保有する債券の満期償還額に伴う買い替えと、新規に債券を購入しました。こ

れは、資産運用の有効活用を図るものです。 

〔その他の支出〕 

前年度支出のうち実際の資金の支払が当期になる「未払金支払支出」等です。 
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〔資金支出調整勘定〕 

当期に実際の資金の支払いがない未払い分を「期末未払金」として控除するも

のです。 

 

以上の結果、「次年度繰越支払資金」は３３億４，５３０万円となり、収入の

部の「前年度繰越支払資金」より４億３，０１５万円減少しています。 

 

（２）消費収支計算書 

「消費収支計算書」は資

金の移動を伴わないもの

（現金の出入りの他に消費

していくもの）として、減

価償却額や退職給与引当金

繰入額などを計上し、当該

会計年度の消費収入及び消

費支出の均衡状態を表した

ものです。学校法人の経営

状況を示すもので企業会計

の「損益計算書」に当たる

ものです。 

消費収支計算書について

は、収支科目の多くが資金

収支計算書の収支科目と共

通していますので、消費収

支固有の内容について主な

ものを説明します。 

①収入の部 

消費収入の部では「学生生

徒等納付金」から「雑収入」

までを帰属収入といいます。帰属収入は学校法人の負債（返済義務のない収入）と

ならない収入のことです。従って資金収支計算書の収入から資金の動きだけを示す

「前受金収入」、「その他の収入」、「資金収入調整勘定」等は除かれます。 

 （単位 千円）

消　　費　　収  　入　  の　  部

学生生徒等納付金 1,409,651 1,390,764 18,887

手数料 24,025 28,981 △ 4,956

寄付金 15,861 12,372 3,489

補助金 179,569 228,267 △ 48,698

資産運用収入 98,789 70,857 27,932

事業収入 25,991 30,581 △ 4,590

雑収入 90,842 50,869 39,973

帰属収入合計 1,844,732 1,813,772 30,960

基本金組入額合計 △ 290,000 0 △ 290,000

消費収入の部合計 1,554,732 1,813,772 △ 259,040

消　　費　　支    出     の　  部

人件費 1,154,782 1,104,784 49,998

教育研究経費 709,363 706,369 2,994

（内減価償却額） 220,468 231,317 △ 10,849

管理経費 207,299 228,974 △ 21,675

（内減価償却額） 43,131 44,250 △ 1,119

資産処分差額 38,152 6,631 31,521

徴収不能額 0 337 △ 337

消費支出の部合計 2,109,598 2,047,095 62,503

当年度消費支出超過額 554,865 233,325 △ 321,540

前年度繰越消費収入超過額 5,152,637 5,089,150 63,487

基本金取崩額 27,860 296,812 △ 268,952

翌年度繰越消費収入超過額 4,625,632 5,152,637 △ 527,005

平成１８年度 平成１７年度 前年度比

※上記の表の金額は千円未満を切り捨てている為、合計など金額が一致しな
い場合があります。

科　　      　　　　目

消 費 収 支 計 算 書

平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日まで

科　　      　　　　目 平成１８年度 平成１７年度 前年度比

〔寄付金〕 

一般寄付金の他に現物寄付金を計上しています。今年度は、団体、個人から寄

贈された図書、２８０冊、７６万円があります。 

〔基本金組入額合計〕 

教育研究の維持・充実に必要な資産を継続的に保持するために、帰属収入から

組入れた金額です。 
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今年度は、介護福祉士養成施設設置に係る介護実習室の改修工事及び介護実習

室備品を整備しましたが、老朽化した学生談話ホール、教職員宿舎の取壊しを行

ったため、その除却額が組入額を超えたことにより、１号基本金では、２，７８

６万円減少しました。また、２号基本金には、創立４０周年記念事業資金２億９，

０００万円を組入れています。 

 

②支出の部 

消費支出の部では、施設の建設費や機器備品・図書等の資本的支出に充当する額

（基本金組入額）を控除します。従って資金収支計算書の支出科目からは「施設関

係支出」、「設備関係支出」、「その他の支出」等は除かれますが、消費支出とし

て「教育研究経費」及び「管理経費」には各々減価償却額を加算しています。減価

償却額は建物、機器備品などの固定資産の当期償却額を計上します。 

〔資産処分差額〕 

機器備品などの固定資産の除却（処分）による損金を計上しています。学生談話

ホール、教職員宿舎の取壊しにより、前年度より３，１５２万円、資産の処分額が

増加しています。 

 

以上の結果、帰属収入合計額から基本金組入額と消費支出合計額を差し引いた

当年度消費収支差額は５億５，４８６万円の支出超過となりました。 

前年度からの繰越消費収入超過額から当年度消費支出超過額を差し引いた翌年

度繰越消費収入超過額は４６億２，５６３万円となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帰属収入　１８億円

事業収入
1.4%

雑収入
4.9%

資産運用収入
5.4%

補助金
9.7%

手数料

学生生徒等
納付金 76.7%

基本金組入額＋消費支出　２３億円

人件費
48.1%

教育研究経費
29.6%

管理経費
8.6%

資産処分差額
1.6%

基本金組入額
12.1%

1.3%

寄付金
9%0.
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（３）貸借対照表 

「貸借対照表」は年度末３月３１日における資産、負債及び基本金等の状況を

表したものです。 

資産の部の合計は、１７０億１，９０８万円となり、前年度に比べて３億６，

０７１万円減（２％減）、負債の部の合計は、１１億３４０万円となり、前年度

末に比べて９，５８４万円減（８％減）、基本金の部は、１１２億９，０００万

円となり、前年度末に比べて２億６，２１３万円増（２．４％増）となりました。

この結果、資産の総額から負債の総額を差し引いた「正味財産」は１５９億１，

５６７万円となり、前年度比２億６，４８６万円（１．７％減）の減少となりま

した。 

 （単位 千円）
資 産 の 部

固定資産 13,576,143 13,574,181 1,961
　有形固定資産 6,220,785 6,379,824 △ 159,038
　その他の固定資産 7,355,357 7,194,357 161,000
流動資産 3,442,938 3,805,614 △ 362,676
資 産 の 部 合 計 17,019,082 17,379,797 △ 360,715
負 債 の 部

固定負債 741,148 793,297 △ 52,148
流動負債 362,255 405,955 △ 43,700
負 債 の 部 合 計 1,103,404 1,199,253 △ 95,849
基 本 金 の 部

第１号基本金 10,798,045 10,825,905 △ 27,860
第２号基本金 290,000 0 290,000
第４号基本金 202,000 202,000 0
基 本 金 の 部 合 計 11,290,045 11,027,905 262,139
消 費 収 支 差 額 の 部 

翌年度繰越消費収入超過額 4,625,632 5,152,637 527,005
消費収支差額の部合計 4,625,632 5,152,637 527,005

17,019,082 17,379,797 △ 360,715

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減

貸  借　対　照  表

平成１９年３月３１日

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減

科　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　 減
負債の部、基本金の部及び
消費収支差額の部合計

※上記の表の金額は千円未満を切り捨てている為、合計など金額が一致しない場合があ
ります。  
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２．目的分類別決算資料 

平成１８年度より予算制度に従来の科目別予算に加えて目的分類別予算を取り入

れました。使用目的（目的、事業、行事等）別に分類し、事業内容や諸活動の状況

を明らかにし、限られた財源の有効活用と効果的な情報開示に寄与するものです。 

本学の目的別事業活動には、教育、研究、学生支援、管理運営、施設設備、広報

があります。資金収支決算における教育研究経費支出、管理経費支出、施設関係支

出及び設備関係支出（決算合計額：２３億２５７万３，４８９円）を目的別に分類

した決算は下記の通りとなります。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

項 目的名 執行額(円) 比率
① 教育 176,425,888 7.7%
② 研究 45,565,540 2.0%
③ 学生支援 184,401,212 8.0%
④ 管理運営 1,559,636,039 67.7%
⑤ 施設設備 250,117,144 10.9%
⑥ 広報 82,873,701 3.6%
－ その他 3,553,965 0.2%

総計 2,302,573,489

教育
7.7% 研究

2.0%

広報
3.6%

その他
0.2%

施設設備
10.9%

管理運営
67.7%

学生支援
8.0%

 
上記、目的別における執行内容及び比率は以下の通りです。 

 
①教育事業 

 学部・大学院・留学生別科に係る授業運営・実施、学費減免制度及び入学試験の実施を

中心とした事業です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

目的明細 執行額(円) 比率
学部運営・実施 19,174,225 10.9%
情報教育 16,709,393 9.5%
大学院運営・実施 393,172 0.2%
留学生別科運営・実施 43,788 0.0%
教育用図書整備 27,880,244 15.8%
正課活動補助 3,215,825 1.8%
公開講座（社会人） 397,532 0.2%
学費減免制度 104,015,000 59.0%
入学式・卒業式 198,350 0.1%
自己点検・評価 733,442 0.4%
入試実施等 3,664,917 2.1%

総計 176,425,888

教育用図書
整備 15.8%

入学式・卒
業式 0.1%

学費減免
制度 59.0%

公開講座
0.2%

正課活動
補助 1.8%

自己点検・
評価 0.4%

入試実施等
2.1%

大学院
0.2%

情報教育
9.5%

学部運営
10.9%
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②研究事業 

 学内研究諸制度、外部からの受託・共同研究や出前講座等の地域連携事業です。 
 目的明細 執行額(円) 比率

個人研究費 18,115,145 39.8%
受託研究費 13,774,500 30.2%
共同研究費 4,490,313 9.9%
留学費(国外) 2,500,000 5.5%
研究発表誌刊行 4,193,200 9.2%
講演会等 701,659 1.5%
出前講座 1,045,458 2.3%
研究活動その他 745,265 1.6%

総計 45,565,540

 

個人研究費
39.8%

 
 
 
 共同研究費
9.9%

出前講座
2.3%

研究発表誌
刊行 9.2%

講演会
1.5%

留学費
5.5%

受託研究費
30.2%

その他
1.6%

 
 

 
③学生支援事業 

奨学金制度、ユニークプラン等の助成制度、課外活動団体への活動支援、資格講座、就

職指導を中心とした事業です。 
なお、教育事務運営費は各事務局における教育事務に関する経費（教育用資料、会費、

委託料、賃借料等）です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

奨学金制度
34.0%

学生健康
管理 2.8%

国際・地域
交流 0.4%

資格講座
6.2%

就職指導
3.1%

留学生宿舎
12.4%

教育事務
運営費
13.6%

スクール
バス 8.5%

課外活動団
体支援
4.1%

強化・準強
化指定クラ
ブ活動支援
11.7%

助成金
3.1%

目的明細 執行額(円) 比率
奨学金制度 62,761,376 34.0%
助成金 5,770,884 3.1%
強化・準強化指定クラブ活動支援 21,596,955 11.7%
課外活動団体支援 7,526,890 4.1%
学生健康管理 5,196,129 2.8%
国際交流、地域交流 718,358 0.4%
資格講座 11,394,737 6.2%
就職指導 5,710,053 3.1%
留学生宿舎関係 22,839,227 12.4%
教育事務運営費 25,136,603 13.6%
スクールバス 15,750,000 8.5%

総額 184,401,212

 
④管理運営事業 

 教職員（非常勤含む）・嘱託員・アルバイト人件費（１３３人）、派遣社員・就職アドバ

イザー人件費（８人）、管理・法人事務経費を中心とした事業です。 

人件費
69.9%

管理事務
運営費
1.3%福利厚生

0.2%

法人事務
運営費
0.6%

資産運用・
管理 19.3%

退職金
7.1%

派遣社員
人件費
1.6%

 目的明細 執行額(円) 比率
人件費 1,090,602,162 69.9%
派遣社員人件費 24,902,737 1.6%
退職金 110,365,613 7.1%
資産運用・管理 301,000,000 19.3%
福利厚生 3,661,042 0.2%
管理事務運営費 20,005,634 1.3%
法人事務運営費 9,098,851 0.6%

総額 1,559,636,039
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⑤施設設備事業 

 学内施設設備充実・整備、修繕費、保守管理を中心とした事業です。 
 目的明細 執行額(円) 比率

施設設備拡充 99,900,167 39.9%
施設設備整備 22,441,678 9.0%
計画営繕（特別） 20,179,772 8.1%
維持管理修繕（恒常） 10,265,826 4.1%
設備保守管理 25,282,059 10.1%
光熱費・税金・借地料 38,636,421 15.4%
清掃費 15,827,396 6.3%
安全対策 17,583,825 7.0%

総額 250,117,144

安全対策
7.0%

清掃費
6.3%

 
 
 光熱費・税
借地料
15.4%

設備保守
管理 10.1%

維持管理
修繕 4.1% 計画営繕

8.1%

施設設備
整備 9.0%

施設設備
拡充 39.9%

 
金・

 
 
 

 
 
⑥広報事業 

 学生募集に係る高校巡回、進学懇談会、大学広報誌の発行、広告費に係る事業です。 
 目的明細 執行額(円) 比率

高校巡回 6,624,874 8.0%
オープンキャンパス 1,485,391 1.8%
進学懇談会 540,241 0.7%
大学広報 11,593,085 14.0%
進学相談会・大学展 6,576,815 7.9%
広告 49,000,570 59.1%
事務経費 7,052,725 8.5%

総額 82,873,701

オープン
キャンパス
1.8%
進学懇談
会 0.7%

高校巡回
8.0%事務経費

8.5%

大学広報
14.0%

進学相談
会・大学展
7.9%

広告
59.1%
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３．経年比較 

財務比率表（５ヵ年）

114.4

38.5

9.8 10.1 11.4 12.6 9.7

0.9

112.9114.7

103.3
98.9

76.476.7
80.0

75.9
80.0

57.5 60.4
63.4

60.9 62.6

38.939.9

33.932.9

0.70.60.31.2
0

20

40

60

80

100

120

140

160

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 (年度)

(％)

消費支出比率

学生生徒等納付金比率

人件費比率

教育研究経費比率

補助金比率

寄付金比率

  （本学） （全国平均）

◆ 消費支出比率

 　114.4　　  　－

■ 学生生徒等納付金比率

 　 76.4　　 　74.0

▲ 人件費比率

 　 62.6　　　 54.7

× 教育研究経費比率

 　 38.5　　 　30.7

＊ 補助金比率

 　  9.7　　   15.2

● 寄付金比率

 　  0.9　　  　1.8

（全国平均は平成17年度）

 

 

正味財産推移表（５ヵ年）

16,413,869

16,180,544

15,915,679

16,792,741
16,709,618

14,000,000

14,500,000

15,000,000

15,500,000

16,000,000

16,500,000

17,000,000

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度（年度）

（千円）

年度末残高
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Ⅳ．その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１９年度入学生出身地別一覧表

28

171

34

72

17 14
9

15

7.8%

47.5%

9.4%

20.0%

4.7% 3.9%
2.5%

4.2%

0

50

100

150

200

関東甲信越 東海4県 北陸 近畿 中国・四国・九州 沖縄県 その他 留学生
0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

人数

％

岐阜県　81
　（22.5％）
愛知県　49
三重県　26
静岡県　15

富山県　10
石川県　12
福井県　12

滋賀県　 52
和歌山県　7
兵庫県　　5
京都府　　4
大阪府　　3 ※転編入・大学院・留学生別科を

除く360名の内訳表

就職率の推移（過去３ヵ年） 

年 度 平成１８年度 平成１７年度 平成１６年度 

卒業者数 ３６１ ３７１ ４１３ 

就職希望者数 ２９８ ２７３ ２８６ 

就職決定者数 ２９１ ２６５ ２６７ 

就職率 ９７．７％ ９７．１％ ９３．４％ 

全国平均 ９６．３％ ９５．３％ ９３．５％ 

※全国平均については、毎年４月の調査数字 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界別比率（平成１８年度）

公務員 3.2%

金融・保険業
5.4%

情報通信業
2.2%

運輸業 1.8%
その他 4.7%

医療・福祉業
7.2%

ｻｰﾋﾞｽ業 8.3%

小売業 15.1% 卸売業 15.8%

製造業
 36.3%

 

地域別比率（平成１８年度）

北陸 5.0%

京都以西 4.7%

静岡県 4.7%

三重県 3.6% 長野県 1.4%

愛知県
24.5%

岐阜県
41.7%

関東以北
7.6%

滋賀県 6.8%
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